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平成 19 年 12 月期  第３四半期財務・業績の概況 

平成 19 年 10 月 31 日 

上 場 会 社 名        バリューコマース株式会社      上場取引所  東証マザーズ 
コ ー ド 番 号         2491                        ＵＲＬ  http://www.valuecommerce.co.jp 
代  表  者 （役職名）代表取締役社長   （氏名）ブライアン・ネルソン 
問合せ先責任者 （役職名）取締役最高財務責任者（氏名）高橋 敬一   ＴＥＬ (03)4590－3600 
 

（百万円未満切捨て）  

１．平成 19 年 12 月期第３四半期の連結業績（平成 19 年１月１日～平成 19 年９月 30 日） 
(1) 連結経営成績                               （％表示は対前年同四半期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      四半期（当期）純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

19 年 12 月期第３四半期 4,335  109.5 142  △74.8 158  △70.1 △34    - 

18 年 12 月期第３四半期 3,959     - 567      - 529      -  513    - 

18 年 12 月期 5,331     - 541      - 507      -  547    - 

 

 
１株当たり四半期 

（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１ 株 当 た り 四 半 期 
（ 当 期 ） 純 利 益 

 円   銭 円   銭

19 年 12 月期第３四半期        △182  55   -    -

18 年 12 月期第３四半期 5,896  10 5,554   28

18 年 12 月期 6,169   09 5,802   89

 
(2) 連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

19 年 12 月期第３四半期 5,044 3,686 73.1 19,501   73

18 年 12 月期第３四半期 4,983 3,665 73.4 39,488   68

18 年 12 月期 4,891 3,708 75.7 39,644   19

 
(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 
 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年 12 月期第３四半期 330 △135 17 3,276

18 年 12 月期第３四半期 619 △286 1,724 3,173

18 年 12 月期 527 △319 1,740 3,063

 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 
（基準日） 第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 年間 

 円  銭  円  銭 円  銭 円  銭  円  銭 
18 年 12 月期   －  －  － －  － －   － －   0  0

19 年 12 月期 －  － －  － －  －  
19 年 12 月期（予想）    －  － 

0  0

 
３．平成 19 年 12 月期の連結業績予想（平成 19 年１月１日 ～ 平成 19 年 12 月 31 日） 

 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 百万円 円    銭

通     期 5,500～6,100 30～290 40～300 △180～70 
△952 円 35 銭

～370 円 36 銭

 当社グループの展開するパフォーマンスマーケティング事業は、外部環境の変化が激しく、将来の業績予想に
ついて信頼性の高い数字を算出することは極めて困難であると考えております。このため、予想の数値について
は、一定の幅をもって開示をいたします。 
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４．その他 
  
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 
(2) 四半期連結財務諸表の作成基準 ： 中間連結財務諸表作成基準 
(3) 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 有 
（注）詳細は、13 ページ「四半期連結財務諸表作成のための重要な事項の変更」をご覧ください。 
(4) 会計監査人の関与 ： 有 
四半期財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関す
る規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づく意見
表明のための手続きを受けております。 

 
５．個別業績の概要（平成 19 年１月１日～平成 19 年９月 30 日） 
(1) 個別経営成績                               （％表示は対前年同四半期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      四半期（当期）純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

19 年 12 月期第３四半期 3,754  102.5 196  △67.3 212  △61.7 12  △97.8

18 年 12 月期第３四半期 3,661     - 602      - 556      -  609      - 

18 年 12 月期 4,966     - 619      - 571      -  617      - 

 

 
１株当たり四半期 

（当期）純利益 
 円   銭

19 年 12 月期第３四半期 68   19

18 年 12 月期第３四半期 6,997  44

18 年 12 月期 6,960  66

 
(2) 個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

19 年 12 月期第３四半期 4,988 3,737 74.9 19,776  75

18 年 12 月期第３四半期 4,958 3,684 74.3 39,774  40

18 年 12 月期 4,859 3,707 76.3 39,690  24

 
６．平成 19 年 12 月期の個別業績予想（平成 19 年１月１日～平成 19 年 12 月 31 日） 

 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 百万円 円    銭

通     期 4,600～5,100 70～300 80～320 △150～90 
△793 円 63 銭

～476 円 18 銭

 当社グループの展開するパフォーマンスマーケティング事業は、外部環境の変化が激しく、将来の業績予想に
ついて信頼性の高い数字を算出することは極めて困難であると考えております。このため、予想の数値について
は、一定の幅をもって開示をいたします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的で

あると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があり

ます。この業績予想に全面的に依拠して投資等の判断を行うことは差し控えてくださいますようお願い申

し上げます。 
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【定性的情報・財務諸表等】 

 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期連結会計期間においては、当社の属するインターネット広告市場は、検索連動型広告やモバイル

広告の拡大など持続的に成長しております。 

当社におきましては、主力であるアフィリエイトマーケティングサービスにおいて、引き続きコンサルティング

サービスに注力して売上の拡大をはかってまいりました。コンサルティングサービスは、金融業界広告主からの

収益も堅調に推移したこともあり、概ね回復基調で推移いたしました。同時に、本年 5月に提供を開始した「バ

リューコマース・ウェブサービス 2.0」では、ショッピングサイトなどの広告主や取扱商品の数が順調に増加し

ており、当社ネットワーク規模の拡大に貢献しております。また、検索エンジンなど媒体への出稿サービスの受

注も継続的に増加いたしました。 

以上の結果、当第３四半期売上高は 4,335 百万円（前年同期比 109.5％）となりました。そして、コンサルティ

ングサービスや媒体出稿による売上が増加したことにともなって売上原価も増加し、この結果、売上総利益は

1,898 百万円（前年同期比 81.0％）、営業利益は 142 百万円（前年同期比 25.2％）、経常利益は 158 百万円（前

年同期比 29.9％）、当第３四半期純損失は 34 百万円となりました。 

 

 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は 3,276 百万円と、前連結会計年度末（平成 18 年

12 月期）の 3,063 百万円より 212 百万円増加いたしました。各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のと

おりです。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は 330 百万円となりました。主な要因は、売上債権の増加と仕入債務の増加によ

るものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は 135 百万円となりました。主な支出要因は、無形固定資産の取得による支出で

あります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は 17 百万円となりました。収入要因は、新株予約権の行使に伴う新株発行によ

る収入であります。 
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３．業績予想に関する定性的情報 

通期の予想につきましては、コンサルティングサービスをはじめとした当社グループの売上が堅調に推移して

いるため、平成 19 年７月 26 日に公表した業績予想に変更なく、売上高 5,500～6,100 百万円、営業利益 30～290

百万円、経常利益 40～300 百万円、当期純利益（△は損失）△180～70 百万円を予想しております。 

なお、通期の見通しにつきましては、当社グループの展開するパフォーマンスマーケティング事業は、外部環

境の変化が激しく、将来の業績予想について信頼性の高い数字を算出することは極めて困難であると考えており

ます。このため、予想の数値については、一定の幅をもって開示をしております。 
 
(注)  上記の業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一

定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。この業績予想に全

面的に依拠して投資等の判断を行うことは差し控えてくださいますようお願い申し上げます。 
 
 
４．その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

  該当事項はありません。 
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５．四半期連結財務諸表 

（1）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円、％） 

 
前年同四半期 

（平成 18 年 12 月期 

 第３四半期） 

当四半期 

（平成 19 年 12 月期 

 第３四半期） 

（参考） 

平成 18 年 

12 月期 科 目 

注記 

番号 
金 額 

構成比

（％）
金 額 

構成比 

（％） 
金 額 

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産    

現金及び預金  3,173,507 3,276,615  3,063,710

売掛金  739,227 827,432  702,850

繰延税金資産  3,353 120,213  309,110

その他  90,679 129,636  84,416

貸倒引当金  △14,186 △8,242  △12,580

流動資産合計  3,992,582 80.1 4,345,654 86.1 4,147,507

Ⅱ 固定資産    

1. 有形固定資産 ※１   

建物付属設備  70,550 93,054  80,032

工具器具備品  202,962 150,696  188,941

有形固定資産合計  273,513 5.5 243,750 4.8 268,973

2. 無形固定資産    

連結調整勘定  230,414 －  －

ソフトウェア  75,445 242,073  255,348

ソフトウェア仮勘定  182,810 26,859  29,096

その他  1,172 1,172  1,172

無形固定資産合計  489,843 9.8 270,104 5.4 285,616

3. 投資その他の資産    

投資有価証券  5,028 5,028  5,028

差入保証金  179,898 177,499  －

繰延税金資産  － 2,471  3,464

その他  43,096 1,325  181,624

貸倒引当金  △0 △1,275  △273

投資その他の資産合計  228,022 4.6 185,048 3.7 189,842

固定資産合計  991,379 19.9 698,904 13.9 744,433

  資産合計  4,983,961 100.0 5,044,559 100.0 4,891,940
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 前年同四半期 

（平成 18 年 12 月期 

 第３四半期） 

当四半期 

（平成 19 年 12 月期 

 第３四半期） 

（参考） 

平成 18 年 

12 月期 科 目 
注記

番号 
金 額 

構成比

（％）
金 額 

構成比 

（％） 
金 額 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

買掛金   388,576 555,627  381,820

未払金  343,938 208,089  234,058

未払法人税等  24,795 2,259  14,912

預り金  326,837 308,390  301,949

その他  50,045 61,976  51,797

流動負債合計  1,134,193 22.7 1,136,342 22.5 984,537

Ⅱ 固定負債    

預り保証金  184,042 221,942  198,742

固定負債合計  184,042 3.7 221,942 4.4 198,742

負債合計  1,318,236 26.4 1,358,285 26.9 1,183,279

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

 １ 資本金  1,694,866 34.0 1,711,416 33.9 1,702,666

 ２ 資本剰余金  1,050,398 21.1 1,066,948 21.2 1,058,198

 ３ 利益剰余金  911,560 18.3 910,526 18.0 944,899

 ４ 自己株式  △64 △0.0 △64 △0.0 △64

株主資本合計  3,656,760 73.4 3,688,826 73.1 3,705,699

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ 為替換算調整勘定  1,193 △2,882  △2,416

評価・換算差額等合計  1,193 0.0 △2,882 △0.0 △2,416

Ⅲ 新株予約権  44 0.0 44 0.0 44

Ⅳ 少数株主持分  7,725 0.2 285 0.0 5,332

純資産合計  3,665,725 73.6 3,686,274 73.1 3,708,660

負債純資産合計  4,983,961 100.0 5,044,559 100.0 4,891,940
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（2）四半期連結損益計算書 

（単位：千円、％） 

 

前年同四半期 

（平成 18 年 12 月期 

 第３四半期） 

当四半期 

（平成 19 年 12 月期 

 第３四半期） 

（参考） 

平成 18 年 

12 月期 科 目 

注記 

番号 
金 額 

構成比

（％）
金 額 

構成比 

（％） 
金 額 

Ⅰ 売上高  3,959,280 100.0 4,335,721 100.0 5,331,121

Ⅱ 売上原価  1,614,950 40.8 2,437,362 56.2 2,307,091

売上総利益  2,344,330 59.2 1,898,359 43.8 3,024,029

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 1,776,820 44.9 1,755,448 40.5 2,482,879

営業利益  567,510 14.3 142,910 3.3 541,150

Ⅳ 営業外収益  15,189 0.4 16,025 0.4 20,151

受取利息  226 4,086  196

為替差益  4,817 108  8,392

技術サポート収入  － 645  6,307

ﾊﾟｰﾄﾅｰ報酬預り金精算収入 ※２ － 3,839  1,956

出向者収入  － 4,500  －

その他  10,145 2,846  3,298

Ⅴ 営業外費用  52,896 1.3 564 0.0 54,088

上場関連費用 ※３ 42,176 －  42,176

株式交付費  － 210  306

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ発足負担金 ※４ 5,892 －  5,892

その他  4,827 354  5,713

経常利益  529,802 13.4 158,372 3.7 507,212

Ⅵ  特別利益  27,364 0.7 18,907 0.4 28,304

貸倒引当金戻入益  22,464 2,511  23,404

商標権譲渡益  － 1,572  －

外形標準課税還付金  － 14,824  －

投資有価証券売却益  4,900 －  4,900

Ⅶ  特別損失  37,026 1.0 22,672 0.5 293,847

開発拠点撤退費用 ※５ － 22,672  －

本社移転費用  37,026 －  37,026

長期前払費用一時償却額 ※６ － －  40,513

減損損失 ※７ － －  216,307

税金等調整前四半期（当期）

純利益 
 

520,140 13.1 154,607 3.6 241,669

法人税、住民税及び事業税 ※８ 5,555 0.1 194,027 4.5 6,516

法人税等調整額  － － － － △310,376

少数株主利益又は少数株

主損失（△） 
 

629 0.0 △5,046 △0.1 △1,763

四半期（当期）純利益又は純

損失（△） 
 

513,954 13.0 △34,373 △0.8 547,293
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（3）四半期連結株主資本等変動計算書 

前第３四半期会計期間（自平成 18 年１月１日 至平成 18 年９月 30 日） （単位：千円） 

株主資本 評価・換算差額等 新株予約権 

 
資本金 

資本 

剰余金 

利益 

剰余金

自己

株式

株主資本

合計 

為替換

算調整

勘定 

評価・換

算差額

等合計

新株

引受

権 

新株 

予約

権 

合計 

少数 

株主 

持分 

純資産 

合計 

平成 17年 12月 31日残高 832,539 188,070 397,605 △64 1,418,151 6,526 6,526 44 44 7,095 1,431,818

四半期連結会計期間中の

変動額 
   

新株の発行 862,327 862,327 1,724,655   1,724,655

四半期純利益  513,954 513,954   513,954

株主資本以外の項目の

四半期連結会計期間中

の変動額（純額） 

 △5,332 △5,332 － － 629 △4,702

四半期連結会計期間中の

変動額合計 
862,327 862,327 513,954 － 2,238,609 △5,332 △5,332 － － 629 2,233,907

平成 18 年９月 30 日残高 1,694,866 1,050,398 911,560 △64 3,656,760 1,193 1,193 44 44 7,725 3,665,725

 

当第３四半期会計期間（自平成 19 年１月１日 至平成 19 年９月 30 日） （単位：千円） 

株主資本 評価・換算差額等 新株予約権 

 
資本金 

資本 

剰余金 

利益 

剰余金

自己

株式

株主資本

合計 

為替換

算調整

勘定 

評価・換

算差額

等合計

新株

引受

権 

新株 

予約権 

合計 

少数 

株主 

持分 

純資産 

合計 

平成 18 年 12 月 31 日残高 1,702,666 1,058,198 944,899 △64 3,705,699 △2,416 △2,416 44 44 5,332 3,708,660

四半期連結会計期間中の

変動額 
   

新株の発行 8,750 8,750 17,500   17,500

四半期純損失  △34,373 △34,373   △34,373

株主資本以外の項目の

四半期連結会計期間中

の変動額（純額） 

 △466 △466 － － △5,046 △5,512

四半期連結会計期間中の

変動額合計 
8,750 8,750 △34,373 － △16,873 △466 △466 － － △5,046 △22,385

平成 19 年９月 30 日残高 1,711,416 1,066,948 910,526 △64 3,688,826 △2,882 △2,882 44 44 285 3,686,274

 

前連結会計年度（自平成 18 年１月１日 至平成 18 年 12 月 31 日） （単位：千円） 

株主資本 評価・換算差額等 新株予約権 

 
資本金 

資本 

剰余金 

利益 

剰余金

自己

株式

株主資本

合計 

為替換

算調整

勘定 

評価・換

算差額

等合計

新株

引受

権 

新株 

予約権 

合計 

少数 

株主 

持分 

純資産 

合計 

平成 17 年 12 月 31 日残高 832,539 188,070 397,605 △64 1,418,151 6,526 6,526 44 44 7,095 1,431,818

連結会計年度中の変動額    

新株の発行 870,127 870,127 1,740,255   1,740,255

当期純利益  547,293 547,293   547,293

株主資本以外の項目の

連結会計年度中の変動

額（純額） 

 △8,943 △8,943 － － △1,763 △10,706

連結会計年度中の変動額

合計 
870,127 870,127 547,293 － 2,287,548 △8,943 △8,943 － － △1,763 2,276,842

平成 18 年 12 月 31 日残高 1,702,666 1,058,198 944,899 △64 3,705,699 △2,416 △2,416 44 44 5,332 3,708,660
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（4）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

 （単位：千円） 

 前年同四半期 

（平成 18 年 12 月

期第３四半期）

当四半期 

（平成 19 年 12 月 

期第３四半期） 

（参考） 

平成 18 年 

12 月期 科 目 
注記

番号
金 額 金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期（当期）純利益 520,140 154,607 241,669

減価償却費 112,961 162,405 170,563

開発拠点撤退費用 － 22,672 －

本社移転費用 37,026 － 37,026

長期前払費用一時償却額 － － 40,513

連結調整勘定償却額 42,321 － 56,428

減損損失 － － 216,307

投資有価証券売却益 △4,900 － △4,900

外形標準課税還付金 － △14,824 －

商標権譲渡益 － △1,572 －

受取利息 △226 △4,086 △196

為替差益 △5,034 △455 △8,654

貸倒引当金の減少額 △28,982 △3,335 △30,314

売上債権の増加額 △139,040 △125,584 △102,935

前払費用の増加額 △31,752 △15,458 △24,406

差入保証金の減少額（△増加額） △115,400 3,799 －

仕入債務の増加額 129,346 173,807 122,590

未払金の増加額（△減少額） 141,559 △8,254 32,514

未払消費税等の減少額 △12,465 △8,231 △13,515

預り金の増加額 31,494 6,441 6,606

預り保証金の増加額（△減少額） △34,276 23,200 △19,576

その他 45,169 △2,673 △131,667

小計 687,942 362,457 588,051

利息の受取額 226 4,086 196

商標権譲渡益の受取額 － 1,572 －

開発拠点撤退に伴う費用の支出額 － △19,917 －

本社移転費用の支出額 △29,388 － △29,388

法人税等の支払額 △39,021 △17,578 △31,575

営業活動によるキャッシュ・フロー 619,758 330,620 527,283

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の売却による収入  － 845 －

有形固定資産の取得による支出  △145,101 △39,148 △167,140

無形固定資産の取得による支出  △99,237 △84,732 △156,427

長期前払費用の取得による支出  △46,713 － △45,017

投資有価証券の売却による収入  4,900 － 4,900

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 ※２ － － 44,384

貸付による支出  － △13,640 －

貸付金の回収による収入  75 1,469 75

投資活動によるキャッシュ・フロー  △286,077 △135,205 △319,225

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

株式の発行による収入  1,724,655 17,500 1,740,255

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,724,655 17,500 1,740,255

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  20 △11 246

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  2,058,357 212,904 1,948,560

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  1,115,150 3,063,710 1,115,150

Ⅶ 現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高 
※１

3,173,507 3,276,615 3,063,710
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項 目 

前第３四半期連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

(1）連結子会社の数  ４社 (1）連結子会社の数  ４社 (1）連結子会社の数  ４社 

連結子会社の名称 連結子会社の名称 連結子会社の名称 

バリューコマース・インターナ

ショナル・リミテッド 

ブイシー・マーケティング・イ

ンク 

バリューコマース・ユーケー・

リミテッド 

Sozon株式会社 

前連結会計年度において連結

子会社でありましたルックスマ

ート・ジャパン株式会社は清算

したため、連結の範囲から除外

しております。 

バリューコマース・インターナ

ショナル・リミテッド 

ブイシー・マーケティング・イ

ンク 

バリューコマース・ユーケー・

リミテッド 

Sozon株式会社 

 

バリューコマース・インターナ

ショナル・リミテッド 

ブイシー・マーケティング・イ

ンク 

バリューコマース・ユーケー・

リミテッド 

Sozon株式会社 

前連結会計年度において連結子

会社でありましたルックスマー

ト・ジャパン株式会社は清算し

たため、連結の範囲から除外し

ております。 

(2）非連結子会社の名称 (2）非連結子会社の名称 (2）非連結子会社の名称 

バリューコマース・コリア・リ

ミテッド 

同左 同左 

連結の範囲から除いた理由 連結の範囲から除いた理由 連結の範囲から除いた理由 

１．連結の範囲に関する事項 

非連結子会社は、小規模であ

り、総資産、売上高、四半期純

損益及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも四半期

連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。

同左 非連結子会社は、小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損

益及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法を適用していない非

連結子会社 

バリューコマース・コリア・

リミテッドは、四半期連結純損

益及び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しておりま

す。 

(1）持分法を適用していない非

連結子会社 

同左 

(1）持分法を適用していない非

連結子会社 

バリューコマース・コリア・

リミテッドは、連結純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重

要性がないため持分法の適用範

囲から除外しております。 

 (2）持分法を適用していない関

連会社 

ブルータグプロジェクト有限

責任事業組合は、緊密な者等を

通じて間接的に影響力を有する

関連会社であり、四半期連結純

損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等

はいずれも四半期連結財務諸表

に及ぼす影響がないため、持分

法の適用範囲から除外しており

ます。 

(2）持分法を適用していない関

連会社 

ブルータグプロジェクト有限

責任事業組合は、緊密な者等を

通じて間接的に影響力を有する

関連会社であり、四半期連結純

損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等

はいずれも四半期連結財務諸表

に及ぼす影響がないため、持分

法の適用範囲から除外しており

ます。 

なお、ブルータグプロジェク

ト有限責任事業組合は、平成19

年３月31日付で解散決議を行

い、平成19年６月22日付で清算

結了しております。 

(2）持分法を適用していない関

連会社 

ブルータグプロジェクト有限

責任事業組合は、緊密な者等を

通じて間接的に影響力を有する

関連会社であり、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等はいずれ

も、連結財務諸表に及ぼす影響

がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。 
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項 目 

前第３四半期連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

 (3）前連結会計年度において持

分法適用の関連会社でありま

したGMOアフィリエイト株式会

社は、保有株式を売却したた

め、持分法の適用範囲から除外

しております。 

(3）  ―――――― (3）前連結会計年度において持

分法適用の関連会社でありま

したGMOアフィリエイト株式会

社は、保有株式を売却したた

め、持分法の適用範囲から除外

しております。 

３．連結子会社の（第３四半

期）決算日等に関する事

項 

連結子会社のうち、Sozon株式

会社の決算日は９月30日であり

ます。 

四半期連結財務諸表の作成に

当たっては、四半期連結決算日

現在で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用しております。

同左 連結子会社のうち、Sozon株式

会社の決算日は９月30日であり

ます。 

連結財務諸表の作成にあたっ

ては、連結決算日現在で実施し

た仮決算に基づく財務諸表を使

用しております。 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

有価証券 有価証券 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 同左 同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

イ 有形固定資産 イ 有形固定資産 イ 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定

率法を、また、在外連結子会社

は主として定額法を採用してお

ります。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

建物付属設備 15 年

工具器具備品 ４年～20 年
 

当社及び国内連結子会社は定

率法を、また、在外連結子会社

は主として定額法を採用してお

ります。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

建物付属設備 15 年

工具器具備品 ２年～20 年
 

同左 

ロ 無形固定資産 ロ 無形固定資産 ロ 無形固定資産 

定額法によっております。な

お、ソフトウエア（自社利用）

は、社内における利用可能期間

（５年以内）に基づく定額法に

よっております。 

同左 同左 

(3）   ―――――― (3）重要な繰延資産の処理方法 (3）重要な繰延資産の処理方法 

４．会計処理基準に関する事

項 

 株式交付費 

  支出時に全額費用処理してお

ります。 

株式交付費 

同左 
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項 目 

前第３四半期連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

 (4）重要な引当金の計上基準 (4）重要な引当金の計上基準 (4）重要な引当金の計上基準 

 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

 (5）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

(5）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

(5）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、四半

期連結会計期間末日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資

産及び負債並びに収益及び費用

は、四半期連結会計期間末日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定に含めて

おります。 

同左 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債並

びに収益及び費用は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定に含

めております。 

 (6）重要なリース取引の処理方法 (6）重要なリース取引の処理方法 (6）重要なリース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンスリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 同左 

 (7）その他四半期連結財務諸表作

成のための基本となる重要な

事項 

(7）その他四半期連結財務諸表作

成のための基本となる重要な

事項 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理  消費税等の会計処理  消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 同左 同左 

５．四半期連結キャッシュ・

フロー計算書（キャッシ

ュ・フロー計算書）にお

ける資金の範囲 

四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金（現金及

び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前第３四半期連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当第１四半期連結会計期間より、「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」）

（企業会計審議会 平成14年８月９日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号）を適用し

ております。 

これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」）（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第６号）を適用しておりま

す。 

この変更に伴い、税金等調整前当期純利益

は216,307千円減少しております。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」(企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企業

会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準適用指針第８号）を適用してお

ります。 

これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は

3,657,954千円であります。 

なお、中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当第３四半期連結会計期間における四半

期連結貸借対照表の純資産の部については、

改正後の中間連結財務諸表規則により作成

しております。 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」(企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は

3,703,283千円であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当

連結会計年度における連結貸借対照表の純

資産の部については、改正後の連結財務諸表

規則により作成しております。 

―――――― ―――――― （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い） 

当連結会計年度より、「繰延資産の会計処

理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委

員会 平成18年８月11日 実務対応報告第

19号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

前連結会計年度において営業外費用の内

訳として表示していた「新株発行費」は、当

連結会計年度より「株式交付費」として表示

する方法に変更しております。 
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前第３四半期連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

―――――― ―――――― （ストック・オプション等に関する会計基準）

当連結会計年度より、「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年12月27日 企業会計基準第

８号）及び「ストック・オプション等に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員

会最終改正 平成18年５月31日 企業会計

基準適用指針第11号）を適用しております。

これによる当連結会計年度における連結

財務諸表への影響はありません。 

―――――― （固定資産の減価償却方法の変更） 

当連結会計期間より、平成19年度の法人税

法の改正((所得税法等の一部を改正する法

律 平成19年３月30日 法律第６号)及び

(法人税法施行令の一部を改正する政令 平

成19年３月30日政令第83号))に伴い、平成19

年４月１日以降に取得した有形固定資産の

減価償却費については、改正後の法人税法に

基づく方法に変更しております。 

上記基準への変更につきましては、当第３

四半期連結会計期間より実施しましたので、

中間・年度の首尾一貫性を欠くこととなりま

した。 

なお、これによる損益に与える影響は軽微

であります。 

―――――― 
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注記事項 

（四半期連結貸借対照表関係） 

前第３四半期連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 

（平成18年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

223,197 千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

302,927 千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

248,888 千円 

 

（四半期連結損益計算書関係） 

前第３四半期連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な

費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な

費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な

費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

 給与手当 840,608 千円  給与手当 792,461 千円 給与手当 1,146,122 千円

 業務委託費 170,201   業務委託費 171,803  業務委託費 240,008  

 連結調整勘定償却額 42,321   法定福利費 98,755  法定福利費 116,277  

 貸倒引当金繰入額 308   人材派遣料 87,069  人材派遣料 118,832  

     地代家賃 143,645  地代家賃 151,860  

    支払報酬 70,539  連結調整勘定償却額 56,428  

※２    ―――――― ※２ パートナー報酬預り金精算収入 

アフィリエイトマーケティングサービス

において、パートナーサイトの不正による報

酬であったことが発覚した場合もしくはパ

ートナーサイトのサービス利用停止や解除

時の未払報酬残額がパートナー規約等であ

らかじめ定められた範囲内の場合、当社はパ

ートナーサイトに報酬を支払わないことが

できるという旨の合意を得ております。当社

がECサイトからパートナーに支払うべき成

果報酬を受領したのちにこのような事態が

発覚した場合、通常支払われなかった報酬は

ECサイトに返金しております。しかし、返金

先のECサイトが解約等の理由で返金に応じ

ない場合には、これら報酬の払い戻しを行わ

ないということをあらかじめ規約や契約等

で同意を得ている場合に限り、当社ではこれ

らの未清算額を収入として計上しておりま

す。 

※２ パートナー報酬預り金精算収入 

同左 

※３    ―――――― ※３    ―――――― ※３ 上場関連費用 

株式交付費5,970千円が含まれておりま

す。 

※４    ―――――― ※４    ―――――― ※４ プロジェクト発足負担金 

アスリート支援を目的としたブルータグ

プロジェクト有限責任事業組合（以下ブルー

タグLLP）が設立されるにあたり、ブルータ

グLLPが運営するサイトへアフィリエイトマ

ーケティングサービスを中心とする当社グ

ループのサービスの提供を予定していた当

社が、サイト製作等の設立準備費用の一部を

負担したものであります。なお、当社はブル

ータグLLPへの出資は行っておりません。 
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前第３四半期連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

※５    ―――――― ※５ 開発拠点撤退費用 

開発拠点撤退費用22,672千円は、開発拠点

のロシアからフィリピンへの移転に伴い発

生した業務委託先従業員解雇手当20,560千

円及び固定資産処分費用2,111千円を計上し

たものであります。 

※５    ―――――― 

※６    ―――――― ※６    ―――――― ※６ 長期前払費用一時償却額 

長期前払費用一時償却額40,513千円は、当

社と外部ソフトウェア開発業者との間で平

成17年11月に締結しておりました「ソフトウ

ェアライセンス契約」を契約期間満了前に早

期契約解除する方針に伴い、既支払額の未経

過分を一時償却したものであります。 

※７    ―――――― ※７    ―――――― ※７ 減損損失 

当社グループは、当連結会計年度におい

て、以下のとおり減損損失を計上いたしまし

た。 

（１）減損損失を認識した資産 

場所 種類 減損損失 

東京都中央区 連結調整勘定 216,307千円

合計  216,307千円

（２）減損損失の認識に至った経緯 

Sozon株式会社の株式取得時に検討した事

業計画において、当初想定していた収益の達

成が遅れており、計画値の達成まで時間を要

すると判断したため減損損失を認識してお

ります。 

（３）資産のグルーピングの方法 

当社グループでは、各サービスを基礎とし

てグルーピングを行っております。 

（４）回収可能価額の算定方法 

回収可能額の算定に当たっては、使用価値

を零として減損損失を測定しております。 

※８ 当第３四半期連結会計期間における

税金費用については、簡便法による税

効果会計を適用しているため、法人税

等調整額は「法人税、住民税及び事業

税」に含めて表示しております。 

※８      同左 ※８    ―――――― 
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(四半期連結株主資本等変動計算書関係) 

 
 前四半期連結会計期間（自平成 18 年１月１日 至平成 18 年９月 30 日） 
 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当四半期連結会計期
間増加株式数(株) 

当四半期連結会計期
間減少株式数(株) 

当四半期連結会計期
間末株式数(株) 

発行済株式  

普通株式 (注) 84,610 8,030 － 92,640

合計 84,610 8,030 － 92,640

自己株式  

 普通株式      7 － － 7

合計 7 － － 7

（注） 普通株式の発行済株式総数の増加 8,030 株は、平成 18 年７月 31 日に株式上場した際の新株式発行による増加 5,850
株及び新株予約権の権利行使による新株の発行 2,180 株によるものであります。 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の目的と

なる株式の種類 

当四半期連結会計期間末

残高（千円） 

提出会社 
第２回無担保社債 

（新株引受権付） 
普通株式 44 

 

 当四半期連結会計期間（自平成 19 年１月１日 至平成 19 年９月 30 日） 
 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当四半期連結会計期
間増加株式数(株) 

当四半期連結会計期

間減少株式数(株) 
当四半期連結会計期
間末株式数(株) 

発行済株式  

 普通株式  
(注)１ 

93,420 95,600 － 189,020

合計 93,420 95,600 － 189,020

自己株式  

 普通株式 
     (注)２ 

7 7 － 14

合計 7 7 － 14

（注）１ 普通株式の発行済株式総数の増加 95,600 株は、平成 19 年１月１日付で行った株式分割(1：2)による増加 93,420
株、新株予約権の権利行使による新株の発行 2,180 株によるものであります。 

    ２ 普通株式の発行済株式総数の増加７株は、平成 19 年１月１日付で行った株式分割(1：2)によるものであります。 



バリューコマース株式会社 (2491) 平成 19 年 12 月期 第３四半期財務・業績の概況 

 18

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる株

式の種類 
前連結会

計年度末 

当四半期連

結会計期間

増加 

当四半期連

結会計期間

減少 

当四半期

連結会計

期間末 

当四半期連結

会計期間末残

高（千円） 

提出会社 
第２回無担保社債 

（新株引受権付） 
普通株式 (注) 50 50 － 100 44

合計 － 50 50 － 100 44

（注）新株予約権の目的となる株式の数の増加 50 株は、平成 19 年１月１日付で行った株式分割(1：2)によるものであります。 

 

 前連結会計年度（自平成 18 年１月１日 至平成 18 年 12 月 31 日） 
 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数(株) 

当連結会計年度減少

株式数(株) 
当連結会計年度末株
式数(株) 

発行済株式  

 普通株式 (注) 84,610 8,810 － 93,420

合計 84,610 8,810 － 93,420

自己株式  

  普通株式     7 － － 7

合計 7 － － 7

（注） 普通株式の発行済株式総数の増加 8,810 株は、公募増資による新株発行 5,850 株、新株予約権の権利行使による新
株発行 2,960 株であります。 

     
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる株

式の種類 
前連結会

計年度末 

当連結会計

年度増加 
当連結会計

年度減少 
当連結会

計年度末 

当連結会計

年度末残高

（千円） 

提出会社 
第２回無担保社債 

（新株引受権付） 
普通株式 50 － － 50 44

合計 － 50 － － 50 44

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第３四半期連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の第３四半期末

残高と四半期連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の第３四半期末

残高と四半期連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成18年12月31日現在）

 現金及び預金勘定 3,173,507 千円   現金及び預金勘定 3,276,615 千円  現金及び預金勘定 3,063,710 千円  

 現金及び現金同等物 3,173,507 千円   現金及び現金同等物 3,276,615 千円  現金及び現金同等物 3,063,710 千円  

※２    ―――――― ※２    ―――――― ※２ 前連結会計年度において、連結の範囲

の変更を伴って売却したデータソリ

ューションズ株式会社株式の売却代

金は、一部未収となっておりました

が、これを全額回収したことによる収

入です。 
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（リース取引関係） 

前第３四半期連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

（借主側） 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び四半期末残高相

当額 

 取得価額

相当額 

（千円） 

減価償却

累計額相

当額 

（千円） 

当第３四

半期末残

高相当額 

（千円） 

工具器

具備品 
37,925 2,633 35,291 

合計 37,925 2,633 35,291 

 

（2）未経過リース料四半期末残高相当額 

 

 １年以内 5,865 千円 

 １年超 29,566  

 合計 35,432  

 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

 

支払リース料 2,905 千円 

減価償却費相当額 2,633  

支払利息相当額 412  

 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。 

 

（5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっておりま

す。 

―――――― 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び四半期末残高相当額 

 取得価額

相当額 

（千円）

減価償却

累計額相

当額 

（千円）

当第３四

半期末残

高相当額

（千円）

工具器

具備品
37,925 8,954 28,970

合計 37,925 8,954 28,970

 

（2）未経過リース料四半期末残高相当額等

未経過リース料四半期末残高相当額 

 １年以内 6,066 千円

 １年超 23,499  

 合計 29,566  

 

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

支払リース料 5,229 千円

減価償却費相当額 4,740  

支払利息相当額 811  

 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

 

 

 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

 取得価額

相当額 

（千円） 

減価償却

累計額相

当額 

（千円）

期末残高

相当額 

（千円）

工具器

具備品 
37,925 4,213 33,711

合計 37,925 4,213 33,711

 

（2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 5,915 千円

 １年超 28,068  

 合計 33,984  

 

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

支払リース料 4,648 千円

減価償却費相当額 4,213  

支払利息相当額 707  

 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

 

 

 

 

 （減損損失について） 

同左 
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（有価証券関係） 

前第３四半期連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 

（平成18年12月31日） 

該当事項はありません。 同左 同左 

 

（デリバティブ取引関係） 

前第３四半期連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

当社グループはデリバティブ取引を全く

利用しておりませんので、該当事項はありま

せん。 

同左 同左 

 

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

当社グループはアフィリエイトマーケテ

ィングサービス、コンテンツ連動型広告サー

ビス、SEOサービスなどにより構成されるパ

フォーマンスマーケティング事業の単一セ

グメントであり、当該事業以外に事業の種類

がないため、該当事項はありません。 

同左 同左 

 

【所在地別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

全セグメントの売上高の合計に占める本

邦の割合が、90％を超えているため、所在地

別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。 

同左 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメ

ントの売上高の合計及び全セグメントの資

産の金額の合計額に占める割合がいずれも

90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

 

【海外売上高】 

前第３四半期連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

海外売上高は、いずれも連結売上高の10％

未満であるため、海外売上高の記載を省略し

ております。 

同左 同左 
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（１株当たり情報） 

前第３四半期連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 39,488.68 円 １株当たり純資産額 19,501.73 円 １株当たり純資産額 39,644.19 円 

１株当たり第３四半期

純利益 

5,896.10 円 １株当たり第３四半期

純利益 

△182.55 円 １株当たり当期純利益 6,169.09 円 

潜在株式調整後１株当

たり第３四半期純利益 

5,554.28 円  なお、潜在株式調整後１株当たり第３四半

期純利益金額については、潜在株式は存在す

るものの、１株当たり第３四半期純損失であ

るため記載しておりません。 

当社は、平成19年１月１日付で普通株式１

株につき２株の株式分割を行っております。

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の１株当たり情報については、

それぞれ以下の通りであります。 

前第３四半期連結

会計期間 
前連結会計年度 

１株当たり純資産

額 

19,744.34円

１株当たり純資産

額 

19,822.10円

１株当たり第３四

半期純利益 

2,948.05円

１株当たり当期純

利益 

3,084.54円

潜在株式調整後１

株当たり第３四半

期純利益 

2,777.14円

潜在株式調整後１

株当たり当期純利

益 

2,901.43円
 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 

5,802.89 円 

 （注）１株当たり第３四半期（当期）純利益金額または１株当たり第３四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり第３四半期（当期）

純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前第３四半期連結会計期間

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日）

当第３四半期連結会計期間 

(自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日) 

１株当たり第３四半期（当期）純利益金額    

第３四半期(当期)純利益または第３四

半期純損失（△）（千円） 
513,954 △34,373 547,293 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る第３四半期(当期)純利

益または第３四半期純損失（△）（千円） 
513,954 △34,373 547,293 

期中平均株式数（株） 87,169 188,290 88,716 

    

潜在株式調整後１株当たり第３四半期（当

期）純利益金額 
   

第３四半期（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） 5,365 － 5,599 

（うち新株予約権） (5,365) (－) (5,581)

（うち新株引受権付社債） (－) (－) (18)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり第３四半期（当期）純利益の

算定に含めなかった潜在株式の概要 

(－) (－) (－) 
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（重要な後発事象） 

前第３四半期連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

該当事項はありません。 同左 １．株式分割について 

平成18年12月15日開催の当社取締役会の

決議に基づき、平成19年１月１日をもって、

次のように株式分割による新株式を発行し

ております。 

(1)分割の方法 

平成18年12月31日（日曜日）（ただし当

日及び前日は株主名簿管理人の休業日につ

き、実質上は平成18年12月29日（金曜日））

最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又

は記録された株主の所有する普通株式１株

につき２株の割合をもって分割いたしま

す。 

(2)分割により増加する株式数 

普通株式 93,420株 

 

なお、この株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の１株当たりの情報につい

ては、それぞれ以下のとおりとなります。 

 

前連結会計年度 

(自 平成 17 年１月１日 

至 平成 17 年 12 月 31 日) 

当連結会計年度 

(自 平成 18 年１月１日 

至 平成 18 年 12 月 31 日)

１株当たり純資産

額 

8,419.78円 

１株当たり当期純

利益 

1,046.82円 

なお、当社の株式

は非上場であるた

め、期中平均株価が

把握できませんの

で、潜在株式調整後

１株当たり当期純

利益については記

載しておりません。 

１株当たり純資産

額 

19,822.10円

１株当たり当期純

利益 

3,084.54円

潜在株式調整後

１株当たり当期純

利益 

2,901.43円

 

 



 バリューコマース株式会社 (2491) 平成 19 年 12 月期 第３四半期財務・業績の概況 

 23

６．四半期財務諸表 

（1）四半期貸借対照表 

（単位：千円、％） 

 
前年同四半期 

（平成 18 年 12 月期 

 第３四半期） 

当四半期 

（平成 19 年 12 月期 

 第３四半期） 

（参考） 

平成 18 年 

12 月期 科 目 

注記 

番号 
金 額 

構成比

（％）
金 額 

構成比 

（％） 
金 額 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

現金及び預金  3,119,144 3,210,882  3,049,822

売掛金  712,386 704,877  674,188

繰延税金資産  － 120,213  309,110

その他  86,992 183,127  80,260

貸倒引当金  △14,152 △7,836  △12,500

流動資産合計  3,904,370 78.7 4,211,265 84.4 4,100,882

Ⅱ 固定資産    

1. 有形固定資産 ※１   

建物付属設備  61,450 85,497  71,417

工具器具備品  202,449 150,061  188,298

有形固定資産合計  263,899 5.3 235,559 4.7 259,715

2. 無形固定資産    

ソフトウェア  75,266 237,326  251,539

ソフトウェア仮勘定  176,846 26,859  27,099

その他  1,172 1,172  1,172

無形固定資産合計  253,285 5.1 265,358 5.3 279,811

3. 投資その他の資産    

関係会社株式  339,028 58,886  58,886

関係会社長期貸付金  － 63,013  －

関係会社未収入金  4,781 10,353  6,521

差入保証金  154,826 152,068  156,226

繰延税金資産  － 2,471  3,464

その他  43,045 1,275  273

貸倒引当金  △4,730 △11,880  △6,743

投資その他の資産合計  536,949 10.9 276,188 5.6 218,628

固定資産合計  1,054,134 21.3 777,106 15.6 758,156

資産合計  4,958,505 100.0 4,988,371 100.0 4,859,038
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 前年同四半期 

（平成 18 年 12 月期 

 第３四半期） 

当四半期 

（平成 19 年 12 月期 

 第３四半期） 

（参考） 

平成 18 年 

12 月期 科 目 

注記 

番号 
金 額 

構成比

（％）
金 額 

構成比 

（％） 
金 額 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債     

買掛金   376,147 470,453  365,096

未払金  334,146 202,128  193,022

未払法人税等  9,177 2,259  14,867

預り金  326,837 304,974  300,310

その他 ※２ 43,686 48,644  79,371

流動負債合計  1,089,995 22.0 1,028,460 20.6 952,667

Ⅱ 固定負債    

預り保証金  184,042 221,942  198,742

固定負債合計  184,042 3.7 221,942 4.5 198,742

負債合計  1,274,038 25.7 1,250,403 25.1 1,151,410

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

 １ 資本金  1,694,866 34.2 1,711,416 34.3 1,702,666

 ２ 資本剰余金    

（1） 資本準備金  1,050,398 1,066,948  1,058,198

資本剰余金合計  1,050,398 21.2 1,066,948 21.4 1,058,198

 ３ 利益剰余金    

（1） その他利益剰余金    

繰越利益剰余金  939,221 959,623  946,783

利益剰余金合計  939,221 18.9 959,623 19.2 946,783

 ４ 自己株式  △64 △0.0 △64 △0.0 △64

株主資本合計  3,684,422 74.3 3,737,923 74.9 3,707,584

Ⅱ 新株予約権  44 0.0 44 0.0 44

純資産合計  3,684,467 74.3 3,737,968 74.9 3,707,628

負債純資産合計  4,958,505 100.0 4,988,371 100.0 4,859,038
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（2）四半期損益計算書 

（単位：千円、％） 

 前年同四半期 

（平成 18 年 12 月期 

 第３四半期） 

当四半期 

（平成 19 年 12 月期 

 第３四半期） 

（参考） 

平成 18 年 

12 月期 科 目 

注記 

番号 
金 額 

構成比

（％）
金 額 

構成比 

（％） 
金 額 

Ⅰ 売上高  3,661,045 100.0 3,754,625 100.0 4,966,822

Ⅱ 売上原価  1,424,860 38.9 1,901,549 50.7 2,064,560

売上総利益  2,236,185 61.1 1,853,076 49.3 2,902,261

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,633,524 44.6 1,656,210 44.1 2,283,194

営業利益  602,660 16.5 196,866 5.2 619,067

Ⅳ 営業外収益 ※１ 7,502 0.2 17,820 0.5 9,124

Ⅴ 営業外費用 ※２ 53,761 1.5 1,861 0.0 56,516

経常利益  556,401 15.2 212,825 5.7 571,675

Ⅵ  特別利益 ※３ 92,335 2.5 16,396 0.4 93,275

Ⅶ 特別損失 ※４ 37,026 1.0 22,672 0.6 357,680

税引前四半期（当期）純利益  611,710 16.7 206,549 5.5 307,270

法人税、住民税及び事業税 ※５ 1,754 0.0 193,709 5.2 2,326

法人税等調整額  － － － － △312,574

四半期（当期）純利益  609,956 16.7 12,839 0.3 617,518
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（3）四半期株主資本等変動計算書 

前第３四半期会計期間（自平成 18 年１月１日 至平成 18 年９月 30 日） （単位：千円） 

株主資本 新株予約権 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利

益剰余金

 
資本金 

資本準備

金 

資本剰余

金 

合計 繰越利益

剰余金 

利益剰余

金合計 

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 

新株 

引受

権 

新株

予約

権合

計 

純資産 

合計 

平成 17 年 12 月 31 日残高 832,539 188,070 188,070 329,265 329,265 △64 1,349,810 44 44 1,349,855

四半期会計期間中の変動額     

新株の発行 862,327 862,327 862,327 1,724,655  1,724,655

四半期純利益   609,956 609,956 609,956  609,956

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
   － － －

四半期会計期間中の変動額合計 862,327 862,327 862,327 609,956 609,956 － 2,334,611 － － 2,334,611

平成 18 年９月 30 日残高 1,694,866 1,050,398 1,050,398 939,221 939,221 △64 3,684,422 44 44 3,684,467

 

当第３四半期会計期間（自平成 19 年１月１日 至平成 19 年９月 30 日） （単位：千円） 

株主資本 新株予約権 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利

益剰余金

 
資本金 

資本準備

金 

資本剰余

金合計 繰越利益

剰余金 

利益剰余

金合計 

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 

新株 

引受

権 

新株

予約

権合

計 

純資産 

合計 

平成 18 年 12 月 31 日残高 1,702,666 1,058,198 1,058,198 946,783 946,783 △64 3,707,584 44 44 3,707,628

四半期会計期間中の変動額     

新株の発行 8,750 8,750 8,750 17,500  17,500

四半期純利益   12,839 12,839 12,839  12,839

株主資本以外の項目の四半期

会計期間中の変動額（純額） 
   － － －

四半期会計期間中の変動額合計 8,750 8,750 8,750 12,839 12,839 － 30,339 － － 30,339

平成 19 年９月 30 日残高 1,711,416 1,066,948 1,066,948 959,623 959,623 △64 3,737,923 44 44 3,737,968

 

前事業年度（自平成 18 年１月１日 至平成 18 年 12 月 31 日） （単位：千円） 

株主資本 新株予約権 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利

益剰余金

 
資本金 

資本準備

金 

資本剰余

金 

合計 繰越利益

剰余金 

利益剰余

金合計 

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 

新株 

引受

権 

新株

予約

権合

計 

純資産 

合計 

平成 17 年 12 月 31 日残高 832,539 188,070 188,070 329,265 329,265 △64 1,349,810 44 44 1,349,855

事業年度中の変動額     

新株の発行 870,127 870,127 870,127 1,740,255  1,740,255

当期純利益   617,518 617,518 617,518  617,518

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
   － － －

事業年度中の変動額合計 870,127 870,127 870,127 617,518 617,518 － 2,357,773 － － 2,357,773

平成 18 年 12 月 31 日残高 1,702,666 1,058,198 1,058,198 946,783 946,783 △64 3,707,584 44 44 3,707,628
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項 目 

前第３四半期会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日） 

当第３四半期会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

有価証券 有価証券 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式

１．資産の評価基準及び評価

方法 

移動平均法による原価法 同左 同左 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

 

建物付属設備 15 年

工具器具備品 ４年～20 年
 

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

 

建物付属設備 15 年

工具器具備品 ２年～20 年
 

同左 

(2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用）に

ついては、社内における利用可

能期間（５年以内）に基づく定

額法によっております。 

同左 同左 

(3）長期前払費用 (3）  ―――――― (3）  ―――――― 

２．固定資産の減価償却の方

法 

定額法によっております。   

３．引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、四半

期決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

６．その他四半期財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。

 

消費税等の会計処理 

同左 

 

消費税等の会計処理 

同左 
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前第３四半期会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日） 

当第３四半期会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当第１四半期会計期間より「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」）（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 

企業会計基準適用指針第６号）を適用してお

ります。これによる損益に与える影響はあり

ません。 

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、「固定資産の減損に係る

会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」）（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」(企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は

3,684,422千円であります。 

中間財務諸表等規則の改正により、当第３

四半期会計期間における四半期貸借対照表

の純資産の部については、改正後の中間財務

諸表等規則により作成しております。 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は

3,707,584千円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、改正後の財務諸表等規則により作

成しております。 

―――――― ―――――― （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い） 

当事業年度より、「繰延資産の会計処理に

関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会

平成18年８月11日 実務対応報告第19号）を

適用しております。 

これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

前事業年度において営業外費用の内訳と

して表示していた「新株発行費」は、当事業

年度より「株式交付費」として表示する方法

に変更しております。 
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前第３四半期会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日） 

当第３四半期会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

―――――― （固定資産の減価償却方法の変更） 

当会計期間より、平成19年度の法人税法の

改正((所得税法等の一部を改正する法律

平成19年３月30日 法律第６号)及び(法人

税法施行令の一部を改正する政令 平成19

年３月30日政令第83号))に伴い、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定資産の減価

償却費については、改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しております。 

上記基準への変更につきましては、当第３

四半期会計期間より実施しましたので、中

間・年度の首尾一貫性を欠くこととなりまし

た。 

なお、これによる損益に与える影響は軽微

であります。 

―――――― 

 

注記事項 

（四半期貸借対照表関係） 

前第３四半期会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当第３四半期会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度末 

（平成18年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

221,046 千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

298,391 千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

246,181 千円 

※２ 消費税の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺の

上、金額的重要性が乏しい為、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しております。 

※２      同左 ※２    ―――――― 

３    ―――――― ３ 保証債務 

子会社の仕入先に対する仕入債務に対し

債務保証を行っており、保証限度額は以下の

通りであります。 

子会社  金額（千円）

Sozon株式会社 50,000

合計 50,000
 

３    ―――――― 
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（四半期損益計算書関係） 

前第３四半期会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日） 

当第３四半期会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

 受取利息 308 千円  受取利息 5,817 千円 受取利息 308 千円 

 技術サポート収入 5,655   技術サポート収入 645  技術サポート収入 6,307  

    為替差益 171  為替差益 3  

    パートナー報酬預

り金精算収入 

3,839  パートナー報酬預

り金精算収入 

1,956  

    出向者収入 4,500    

 ※ パートナー報酬預り金精算収入 

アフィリエイトマーケティングサービス

において、パートナーサイトの不正による報

酬であったことが発覚した場合もしくはパ

ートナーサイトのサービス利用停止や解除

時の未払報酬残額がパートナー規約等であ

らかじめ定められた範囲内の場合、当社はパ

ートナーサイトに報酬を支払わないことが

できるという旨の合意を得ております。当社

がECサイトからパートナーに支払うべき成

果報酬を受領したのちにこのような事態が

発覚した場合、通常支払われなかった報酬は

ECサイトに返金しております。しかし、返金

先のECサイトが解約等の理由で返金に応じ

ない場合には、これら報酬の払い戻しを行わ

ないということをあらかじめ規約や契約等

で同意を得ている場合に限り、当社ではこれ

らの未清算額を収入として計上しておりま

す。 

※ パートナー報酬預り金精算収入 

同左 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

 上場関連費用 42,176 千円  貸倒引当金繰入額 1,296 千円 上場関連費用 42,176 千円 

 為替差損 177   株式交付費 210  株式交付費 306  

 プロジェクト発足

負担金 

5,892     プロジェクト発足

負担金 

5,892  

※ プロジェクト発足負担金 

アスリート支援を目的としたブルータグプ

ロジェクト有限責任事業組合（以下ブルータ

グLLP）が設立されるにあたり、ブルータグ

LLPが運営するサイトへアフィリエイトマー

ケティングサービスを中心とする当社グル

ープのサービスの提供を予定していた当社

が、サイト製作等の設立準備費用の一部を負

担したものであります。なお、当社はブルー

タグLLPへの出資は行っておりません。 

 ※ プロジェクト発足負担金 

アスリート支援を目的としたブルータグ

プロジェクト有限責任事業組合（以下ブルー

タグLLP）が設立されるにあたり、ブルータ

グLLPが運営するサイトへアフィリエイトマ

ーケティングサービスを中心とする当社グ

ループのサービスの提供を予定していた当

社が、サイト製作等の設立準備費用の一部を

負担したものであります。なお、当社はブル

ータグLLPへの出資は行っておりません。 
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前第３四半期会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日） 

当第３四半期会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの 

 貸倒引当金戻入益 49,512 千円  商標権譲渡益 1,572 千円 貸倒引当金戻入益 50,453 千円 

 子会社清算益 42,822   外形標準課税還付金 14,824  子会社清算益 42,822  

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

 本社移転費用 37,026 千円  開発拠点撤退費用 22,672 千円 関係会社株式評価損 280,141 千円 

       長期前払費用一時償却額 40,513  

       本社移転費用 37,026  

 ※ 開発拠点撤退費用 

開発拠点撤退費用22,672千円は、開発拠点

のロシアからフィリピンへの移転に伴い発

生した業務委託先従業員解雇手当20,560千

円及び固定資産処分費用2,111千円を計上し

たものであります。 

※ 長期前払費用一時償却額 

長期前払費用一時償却額40,513千円は、当

社と外部ソフトウェア開発業者との間で平

成17年11月に締結しておりました「ソフトウ

ェアライセンス契約」を契約期間満了前に早

期契約解除する方針に伴い、既支払額の未経

過分を一時償却したものであります。 

※５ 当第３四半期会計期間における税金

費用については、簡便法による税効果

会計を適用しているため、法人税等調

整額は「法人税、住民税及び事業税」

に含めて表示しております 

※５      同左 ※５    ―――――― 

６ 減価償却実施額 ６ 減価償却実施額 ６ 減価償却実施額 

 有形固定資産 62,371 千円  有形固定資産 60,332 千円 有形固定資産 87,296 千円 

 無形固定資産 48,607   無形固定資産 97,930  無形固定資産 80,199  

   

 

（四半期株主資本等変動計算書関係） 

前四半期会計期間（自平成 18 年１月１日 至平成 18 年９月 30 日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末株式数

(株) 

当四半期会計期間増加

株式数(株) 

当四半期会計期間減少

株式数(株) 

当四半期会計期間末株

式数(株) 

普通株式 ７ ― ― ７

合計 ７ ― ― ７

  

当四半期会計期間（自平成 19 年１月１日 至平成 19 年９月 30 日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末株式数

(株) 

当四半期会計期間増加

株式数(株) 

当四半期会計期間減少

株式数(株) 

当四半期会計期間末株

式数(株) 

普通株式 （注） ７ ７ ― 14

合計 ７ ７ ― 14

 （注）普通株式の増加７株は、平成 19 年１月１日付で行った株式分割(1：2)によるものであります。 
 

前事業年度（自平成 18 年１月１日 至平成 18 年 12 月 31 日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末株式数

(株) 

当事業年度増加株式数

(株) 

当事業年度減少株式数

(株) 

当事業年度末株式数

(株) 

普通株式 ７ ― ― ７

合計 ７ ― ― ７
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（リース取引関係） 

前第３四半期会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日） 

当第３四半期会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び四半期末残高相

当額 

 取得価額

相当額 

（千円） 

減価償却

累計額相

当額 

（千円） 

当第３四

半期末残

高相当額 

（千円） 

工 具 器

具備品 
37,925 2,633 35,291 

合計 37,925 2,633 35,291 

 

（2）未経過リース料四半期末残高相当額 

 

 １年以内 5,865 千円 

 １年超 29,566  

 合計 35,432  

 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 2,905 千円 

減価償却費相当額 2,633  

支払利息相当額 412  

 

 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。 

    

（5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっておりま

す。 

  

―――――― 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び四半期末残高相当額 

 取 得 価

額 相 当

額 

（千円）

減価償却

累計額相

当額 

（千円）

当第３四

半期末残

高相当額

（千円）

工具器

具備品
37,925 8,954 28,970

合計 37,925 8,954 28,970

 

（2）未経過リース料四半期末残高相当額等

未経過リース料四半期末残高相当額 

 １年以内 6,066 千円 

 １年超 23,499  

 合計 29,566  

 

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

支払リース料 5,229 千円 

減価償却費相当額 4,740  

支払利息相当額 811  

 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

 

 

 

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

 取得価額

相当額 

（千円） 

減価償却

累計額相

当額 

（千円）

期末残高

相当額 

（千円）

工具器

具備品 
37,925 4,213 33,711

合計 37,925 4,213 33,711

 

（2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 5,915 千円 

 １年超 28,068  

 合計 33,984  

 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

支払リース料 4,648 千円 

減価償却費相当額 4,213  

支払利息相当額 707  

 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

 

 

 

 （減損損失について） 

同左 
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（有価証券関係） 

前第３四半期会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当第３四半期会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度末 

（平成18年12月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。 

 

同左 同左 

 

（１株当たり情報） 

前第３四半期会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日） 

当第３四半期会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 39,774.40 円  １株当たり純資産額 19,776.75 円 １株当たり純資産額 39,690.24 円

１株当たり第３四半期

純利益 

6,997.44 円  １株当たり第３四半期

純利益 

68.19 円 １株当たり当期純利益 6,960.66 円

潜在株式調整後１株当

たり第３四半期純利益 

6,591.76 円  潜在株式調整後１株当

たり第３四半期純利益 

66.72 円 潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 

6,547.47 円

   当社は、平成19年１月１日付で普通株式１

株につき２株の株式分割を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の１株当たり情報については、

それぞれ以下の通りであります。 

前第３四半期会計

期間 
前事業年度 

１株当たり純資産

額 

19,887.20円

１株当たり純資産

額 

19,845.12円

１株当たり第３四

半期純利益 

3,498.72円

１株当たり当期純

利益 

3,480.33円

潜在株式調整後１

株当たり第３四半

期純利益 

3,295.88円

潜在株式調整後１

株当たり当期純利

益 

3,273.72円
 

 

（注）１株当たり第３四半期（当期）純利益金額または１株当たり第３四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり第３四半期（当期） 

純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
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前第３四半期会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日）

当第３四半期会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日)

１株当たり第３四半期（当期）純利益金額    

第３四半期(当期)純利益（千円） 609,956 12,839 617,518 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る第3四半期(当期)純利益 

（千円） 
609,956 12,839 617,518 

期中平均株式数（株） 87,169 188,290 88,716 

   

潜在株式調整後１株当たり第３四半期（当期）

純利益金額 
   

第３四半期（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） 5,365 4,153 5,599 

（うち新株予約権） (5,365) (4,153) (5,581)

（うち新株引受権付社債） (－) (－) (18)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり第３四半期（当期）純利益金額の算定

に含めなかった潜在株式の概要 

(－) 

（1）旧商法第280条ノ20及び

21の規定によるストック・オ

プション（新株予約権） 

 

第５回新株予約権 

目的となる株式の数  34株 

行使価格      132,500円 

第６回新株予約権 

目的となる株式の数 1,312株 

行使価格      155,000円 

 

（2）旧商法等改正整備法第

19条第２項の規定により新

株予約件つき社債とみなさ

れる新株引受権付社債 

 

第２回無担保新株引受権付社

債 

目的となる株式の数  100株 

行使価格      119,359円 

 

(－) 



 バリューコマース株式会社 (2491) 平成 19 年 12 月期 第３四半期財務・業績の概況 

 35

（重要な後発事象） 

前第３四半期会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年９月30日） 

当第３四半期会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

該当事項はありません。 同左 １．株式分割について 

平成18年12月15日開催の当社取締役会の

決議に基づき、平成19年１月１日をもって、

次のように株式分割による新株式を発行し

ております。 

(1)分割の方法 

平成18年12月31日（日曜日）（ただし当

日及び前日は株主名簿管理人の休業日につ

き、実質上は平成18年12月29日（金曜日））

最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又

は記録された株主の所有する普通株式１株

につき２株の割合をもって分割いたしま

す。 

(2)分割により増加する株式数 

普通株式 93,420株 

 

なお、この株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の１株当たりの情報につい

ては、それぞれ以下のとおりとなります。 

 

前事業年度 

(自 平成 17 年１月１日 

至 平成 17 年 12 月 31 日) 

当事業年度 

(自 平成 18 年１月１日 

至 平成 18 年 12 月 31 日)

１株当たり純資産

額 

7,977.32円 

１株当たり当期純

利益 

526.36円 

なお、当社の株式

は非上場であるた

め、期中平均株価が

把握できませんの

で、潜在株式調整後

１株当たり当期純

利益については記

載しておりません。 

１株当たり純資産

額 

19,845.12円

１株当たり当期純

利益 

3,480.33円

潜在株式調整後

１株当たり当期純

利益 

3,273.72円

 

 


